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市 町 村 が 行 っ て い る運動教室の効果について医療費や介護費の増加抑制に着目した報告は少

な い . 本 研 究 で は 新 潟 県津南町における水中運動教室の医療介護費増加抑制効果について検討

し た . 平 成 13 年 且0 月 から翌箪7円に行われた水中運動教室には60歳以上の女性 230人が受講

し た . う ち 平 成 13 年 度 基本健康診査 (健診)の受診者で平成 12年 10月-13年 9月の間に入

院 が な く , 医 療 費 と 介 護 費の追跡が可能であった135人を分析対象とした (受講群).さらに水

中 運 動 教 室 を 受 講 し な か った60歳以上の女性健診受診者から同様の基準により834人を抽出

し , 対 照 群 に 設 定 し た . 受 講開始前 12ケ月間 (基準期間)の医療費 (歯科を除外)と介護費給

付 額 の 合 計 か ら 1 か 月 当 た り平均医療介護費を各対象者について箪出した.さらに平成 13年

10 月 - 17 年 9 月 の 1 か 月 平 均医療介護費を求め,基準期間からの差額を医療介護費増加額 と

し た . 線 形 回 帰 モ デルによって受講群と対照群の医療介護費増加額平均値の差 (対照帯-受講

秤 ) の 推 定値を水中運動教室による医療介護費増加抑制額として算出した.

医療介護費増加額は受講群 (8,851±21,155円/月)が対照群 (14,383±35,286円/冒)よ り

有意に小さかった (節-0.012).基本健康診査成績等を調整した多変量モデルにおいても有意

ではなかったが3,523円/月の医療介護費増加が抑制されると推定された (p-0.25鉦 なお こ

の推定値を60歳以上の女性水中運動受講者全 230人に板に当てはめると4年間に総額約 3,890

万円の医療介護費が抑制される.年齢別では75歳以上での医療介護費抑制額が大きく,統計学

的には有意ではなかったものの多変量モデルでの医療介護費抑制額は姉 lo,763円/月 (p-

0.105)と推定された.

以上,水中運動教室の受講群では対照群より医療介護費増加額が小さく,統計学的には有意

ではなかったが,75歳以上において増加抑制額が大きい可能性が示された.水中運動は高齢者
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に適しているとされるが,医療介護費増加抑制の観点からもこれを支持している.結果の普遍
性等について他の市町村での結果も加えたより大規模な分析が必要である.

キ-ワ-ド:医療費,介護費,水中運動,高齢者,保健事業
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高齢者の医療費や介護費の増加抑制はわが国の

保健福祉政策上の重要課題である.医療費及び介

護費給付の内訳は循環器系疾患が 上位を占めてい

るが1)2),運動不足は循環器系疾 患をはじめとす

る生活習慣病の危険因子であり3)4),運動習慣の

獲得 ･維持,身体活動の向上は医療費や介護費の

増加抑制に寄与することが期待される.また運動

には介讃の主要原因である高齢者の転倒 ･骨折 5)

の予防効果も期待されている4)6巨 8).そのため,

わが図の健凍増進政策の基本戦 略 である健康日本

21においては運動 ･身体活動が主要な対策項目

として掲げられ,運動習慣を持つ人や 1日平 均歩
数の増加について目標値が設定されている9).し

かし,運動習慣のある者は若干増加傾向にあるも

のの日本人の約3割にとどまっており,1日平均

歩数は減少していることから10),運動の普及 ･

身体活動の増加に対するより効果的な対策が求め

られる.

わが国における地域保健施策方針を定めた地域

保健法では地域住民に対する保健サービスは市町

村が主体となって行うことが定められている.健

康田本21においても健康増進対策における市町

村 の 役割が重視されており,市町村では運動教室

等の実施などの保健事業が実施されている.市町

村が行う保健事業には住民サービスの側面に加

良,増大しつつある高齢者の医療費や介護費の抑

制に対する効果も期待されている.保健事業には

税金が投入されることからその費用対効果につい

て明確にすることは重要であるが,運動と医療費

との関係や 11)- 13),運動が医療 事介護費に与え

る影響についての国内の研究は少ない11)14)

新潟県津南町は65歳以上入口割合が35.2%

(平成 15年国勢調査)と高齢化が進んだ地区であ

るとともにわが国有数の豪雪地葦であり,高齢者

の冬期間の身体活動低下を防止することが保健施策

土の課題となっている.水中運動は浮力によって膝

や腰などへの負担が軽減できることから15),肥満者

や中 ･高齢者等の運動に適しているとされ16ト18),

Bocaliniらは高齢者の姿勢の改善に対する効果は

水中運動が地上運動より有効であったことを報告

している19).また屋内プ-ルを利用することで

冬期間にも実施可能である.津南町ではこれらの

利点に者目し,水中運動を中心として地上運動を

補助的に併用する運動教室 (水中運動教室)を平

成 13年度から毎年実施している.そこで,本研究

では水中運動教室の医療 ･介護費抑制効果を明ら

かにすることを目的として検討を行った.

対象と方法

対象は津南町における平成 13年度基本健康診

査受診者で,下記の基準を満たした女性969人で

ある (平均年齢 72.6±6.5歳):1)水中運動教

室の対象年齢である60歳以上,2)平成 13年度

の水中運動教室開始前1年間 (平成 12年 10月-

平成 13年9月)全期間を通じて国民健康保険ま

たは老人保険の医療費受給資格を有していた,3)

同期間に入院がない,4)平成 13年 ま0月以降の

医療費が五月以上追跡可能.うち,平成 13年 10

冒-翌年7馴 二実施した平成 13年度の水中運動

教室を受講した者を受講群 (135名),受講しなか

った者を対照群 (834名)に設定した.なお男性

は上記の条件に該当する水中運動受講者が20名

と少なかったため分析対象から除外した.

1.水中運動教室の概要

平成 13年度の水中運動教室は平成 13年 10月

-14年7月に60歳以上の希望者を対象として実

施 した.ただしま00人の募集に対して60歳以下

も含む379人の応募があり水中運動のみで教室を
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平成12年 平成13年 平成14年 平成17年
10月 9月/10月 9月/10月 9月

A:1人1か月あたり B:1人1か月あたり(全期間及び各年度ニ10月～9月)

1人1か月あたりの ･医療費(歯科を除く) ･医療費(歯科を除く)

医療費等 ･医療介護費(医療費+介護費給付額) ･医療介護費く医療費+介護費給付額)

増加額 0円 BIA:1人1か月あたり(全期間及び各年度:9月～8月)

増加抑制壊 0円 非受講群増加額平均値-受講群増加額平均値

(線形回帰モデルで推計)

囲l 分析期間および分析の対象とした医療費,医療介護費の指標

構成することが指導体制の限界から困難であった

ため地上運動も併用し,379人 (うち60歳以上女

性 230人)を12グループに分けて1グル-プあ

たり11回の水中運動と8回の地上運動,計 19回

の教室を実施した.なお今回の検討では全受講者

のうち平成 13年度の基本健康診査を受診してい

た60歳以上の女性のみが受講群として対象に含

まれる.水中運動実施日にはウオ-ミングアップ,

軽体操,水抵抗負荷運動を中心とした水中運動,

クールダウンで構成されたプログラムを実施 し

た.水中運動の指導は高橋の方法 16)を用い,高

橋のもとで専門教育を受けた専門指導者と,その

専門指導者の下で研修をうけたインストラクタ-

とアシスタントが受講者の指導を担当した.3週

に 1回実施された地上運動にはやはり高橋の方

法 16)によってインストラクタ-とアシスタント

が指導した.なお運動開始前には血圧と自覚的な

体調不良の有無を保健師が確認し,運動は保健師

立ち会いの下で行われた.

2.医療費と医療介護費の算出と分析

医療費は新潟県国民健康保険団体連合会のデー

タべ-スから,平成 12年 10月-平成 17年 9月

まで各月の医療費情報を入手した.国民健康保険

87

の被保険者とその扶養家族については国民健康保

険のデ-タベースから追跡期間終了時まで,また

は受給資格喪某までのデータを抽出した.ただし

受給資格喪失時点で老人医療の受給資格を有して

いた場合には老人医療費のデータベ-スから追跡

データを抽出した.固民健康保険以外の被保険者

と扶養家族については老人医療の受給資格者以外

の医療費情報を町が保有していないため,老人医

療費受給有資格者のみデータを抽出した.抽出さ

れた医療費情報のうち,歯科医療費を除外した医

療費の総額を今回の分析に用いた.

介護費については医療費と同様に新潟県国民健

康保険団体連合会のデ-タベースから平成 12年

lo員-平成 旦7年9月各月について,介護保険か

らの介讃欝給付額を抽出した.さらに各月の医療

費と合算して医療介護費とした く図1).

水中運動が平成 13年 10月に開始されたため,

今回の検討では各年 10月-翌年9月を分析上の

年度とした 医療費および医療介護費の増加につ

いては平成 12年度 (平成 12年 10月-平成 13年

9月)を基準期間とし,医療費および医療介護費

の一月あたり平均費用額 (円/月)を各対象者に

ついて計算した (基準医療介讃費),同様に平成

13年 10月-平成 17年9月の全追跡期間および
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各年度について医療費 と医療 介諸費の 一月あた約

平均費用碑 (円/冒)を各対 象 音につ いて計算し

た.なお死亡または国民健康保険受給資格の喪朱

等の理由によって追跡 が中断 した者 は,追跡中断

までのデ-タを計算に用いた.さらに基準期間で

ある平成 12年度からの 差瀬 (追跡期間の平均費

用糎一基準期間の平均費用額)を各費用額増加の

指標として算出 し く各増加瀬),受講群と対照群

との間で比較 して水中運動教室受講による医療費

および医療介護費の増加抑制効果を分析した.

なお本研究の実施は津南町が参加した新潟県国

民健康保険団体連合会の ｢温泉を活用した健康づ

くりモデル事業 巨和裁16-17年度日 の -環と

して行われた.新潟大学の研究組織は津南町と新

潟県国民健康保険団体連合会から分析の委嘱を受

汁,連結可能匿名化された資料を川いて分析を行

った.個人情報との連結情報は町のみが有し,医

療費,介護費,基本健康診査成績細 蔓等舌の連結は町

が付 した個人に特有の連結添削 こよって行--)た.

分析計画は新潟大学医学ぎ綱雛 壬を委員会の審査と承

認を得た.

3.統計学的分析

受講群と対照群の平均値の差の検定には対応の

ないt検定を用い,F検定によって分散に有意な

差が認められなかった場合にはStuderitの方法,

分散に有意差があった場合にはWelchの方法を

用いた,陽性準の着の検定には,2カテゴリ-餐

リ-変数についてはが 検定を用いた

交絡要因を調整した受講群と対照群細 E箔的 医療

費増加額,医療介護費増加額の比較には線形回堀

モデルを用い亨受講群を基準カテゴリーとした増

加額平均値の差のパラメ-タ推定値を,水中運動

による蔓袈療曹増加抑制額および医療介護費増加押

.'帖亨恒/)拙J,iI情とした.増加抑;I岨申)推定情は.lI:I

齢 (連続)調整,年齢 (連続)+基準期間医療介

護費 拍別 封 調整,および多変鼠調整g)各モデ

ルについて分析 した.多変嘗蔓を調整では年齢 (逮

続),基準医療介諸費 拍分位),BMI(連続),堰

縮期血圧 (連続),拡張期摘摘三(連続),血清総コ

レステロ-叫政 (連続),血清HDLコレステロー

ル値 (連続),血糖値 (空腹,食後,各々で5分

位),血清クレアチニン値 (連続上 血清 GTP値

(連続),喫煙習慣 (なし/以前喫煙/現在喫煙),

飲酒習慣 (なし/時々/ほぼ毎日),高血圧治療有

無,糖尿病有無,脳血管疾患既往有無,虚血性心

疾患既往有無,平成 13年 10榊 裾 もでの介諸費給
付の有無を調整 した.医療介護費と介護費給付の

有無以外の調整要因には平成 13年度の基本健康
診査成績を用いた.

分析には,SPSS-Ivcr.lHorWindows(SPSS

Japarllnc.,TokyoJapan)を用い,p<0.05を統計

学的有意差あり,p<0,1を傾向差ありとした書

結 果

受講群と非受講群の属性比較では了受講群にお

いて BM‡と血清総コレステロ-ル値が有意に高

く,収縮期血症及び食後血糖は鉦接に低かった

(羨 鉦 また血糖値 5分位カテゴリ-では受講郡

の方が低値に偏っていた.年齢,他の検査項目,

喫煙 ･飲酒習慣,病歴には有意な差を認めなかっ

た.

追跡期間中の受講状況では,受講群では平成 掴

年度以降の再受講者が多く,平成 16年度におい

ても約半数が再受講 していた, ▲方,対照群から

も徐々に受講する者が現れたが,最も受講晋が多

かった平成 16年度でも21人 (2.6%)であった

(衆 望).

基準期間である平成 且2裾酎二は医療費サ撰療

奔･諸費ともに受講群と対照群瑚 針ご鉦なな差はな

かった (表 紙 医療費増加額は受講群が対照群よ

り低袖であったものの有意差はなく,特に平成 13

年度での差が小さかった.医療介護費では全期間

平均の増加富的 ミ受講群 摘,851± 2日55円/ll)

において対照群 HA383±35,28馴1才封音)よ毒づ有

意に少なかった (節-0.012).隼度別では平成 息4

隼度,且5隼度副菜療介護費増加額が受講群で有意

に少なかった.なお受講群における平成 13年度

の医療介護費増加額 (4,007± 略088円/局)は

医療費増加額 (も051± 略033円/冒)よりわず
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嚢 l 水中運動受話群と対照群のベースライン時点における属性

漂 漂 悪 pき}

年齢(読)

BM軌g/m2)
収縮期血圧(mmHg:
拡張期血吐こml11Hg､
総｢L/ステロ･･-ル･こmgdL -
HDLコレステロール(mg/dL)b'

血清ウレアチニ>:JTlgdL)LJ
Jh;#GPT(lU/L)

血糖値hIgdLA::.t
空腹時

食後

血糖蛸5分桔カテゴリ-･ト
第1群
第2群
第3群
第4群
第5群

喫煙習慣d)
吸う
やめた
吸わない

飲酒習慣e)
毎日
時々
飲まない
病歴
糖尿病現症
高血圧治療中

脳卒中既往
虚血性心疾患既往
介護費受給中
データはmean±SDまたは∩(㌔)

72.7 ± 4.7

23,8 ± 3.4

129.3 ± 17.0
74.9 ± 9.3
215.1± 29.5
61.5± 14_2
0.6222± 0.ll
19.533± 10.3

97.2 ± 29.9
(∩=41)

106.8± 25.5

(∩=94)

27 (20.0)

41 (30.4)

26 (19.3)

20 (14.8)

21 (15.6)

1 (0.7 )

0 (0.0 )

13 4 (99.3)

10 (T5)
5 (3.7)
119 (88.8)

4 (3.0)
40 (29.6)
2 (1.5)
8 (5.9)
2 (1.5)

72.9 ±

23.0 ±

134.1±
75.7 ±
209.2±
60.6 ±

0.642±

17.63±

6.8 0.701

3.1 0.008

18.8 0.005
10.8 0.380
30.5 0.035
14.8 0.472
0.14089 0.045

9.051810.059

94.4± 17.8 0.569
(n=171)

114.8 ± 32.8 0.007

(∩=662)

0.037

160 (19.2)

163 (19.6)

163 (19.6)

175 (21.0)

172 (20.6)

0.529

16 (1.9)
2 (0.2)
813 (97.8)

0.193

35 (4.2)
45 (5.4)
753 (90.4)

30 (3.6) 1.000
252 (30.2) 0.920
9 (1.1) 0.657
33 (4.0) 0.353
25 (3.0) 0.569

a)対応のな摘 検鼠 x2検定またはFish即の正確確率検定
b)対照群の測定数は833人

C:･第1群:空腹時7?～巧5.食後6(ト 91こ第2蛸 空腹時86-88.食後～)p-tol.読:ち
群:空腹時89-93.良旺10p-111:顎4群 空腹時94-98.食後112-12日:第5
鮮:空腹鴨99-269.食後129-4:Hr叩 dL

d)%(ま対有効回答総数

89
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嚢望 受講群,対照群の受講状況の推移

受講群 対照群

H13年度 135/135 (100.0) 0/■834 (0.0)

H14年度 108/135 (80.0) 12/′826 (1.5)

H15年度 85/135 (63.0) 19/820 (2.3)

H16年度 68/135 (50.4) 21/820 (2.6)

データは受講音数/各年度の医療介護費分析対象者(鶴)

義3 水中運動受講郡対照群の平均医療費及び医療介護増加額 消/冒)の年度推移

受講群

n nlearl SD

H12年度医療費
H12年度医療介護費

医療費増加額

全期間平均
H13年度
H14年度
H15年度
H16年度

医療介護費増加額

全期間平均
H13年度
H14年度
H15年度
H16年度

135 12069± 13394
135 12371± 13956

135 7821± 18764
135 4051± 16033

135 6025:±22168

135 8691± 31440

132 12274± 55208

135 8851± 21155

135 4007± 16088

135 6097± 21350

135 9632± 35001

132 15629二± 60419

対照群 ｡)

11 mean SD

834 10216± 12818 0.135

834 11261± 16786 0.467

834 9855± 26596 0.275

834 4495± 21707 0.778

826 9315± 35730 0.150

820 11789± 45365 0,324

816 14438± 50106 0_673

834 14383±35286 0.012

834 5708± 23411 0.290

826 12502:±41861 0.007

820 17750±53799 0.023

816 22595± 61401 0.222

a)対応のない卜検定

かながら低額であった,

交絡要因を調整した水中運動受講による増加抑

制額の推定値では医療費増加抑制額が医療介護費

増加抑制額に比べて小さく,平成 13年度の医療

増加抑制額は年齢+基準医療介護費調整と多変量

調整ではマイナスになった (表4).一方,医療介
護費増加抑制額では全期間平均の年齢調整値

(5,368円/月,p- 0.081)において受講群での増
加抑制傾向が示された.多変量調整では統計学的

には有意ではなかったが医療介護費増加抑制額

は全期間平均で3,523円/月と推定された (p-

0.251).

年齢別では,75歳以上において医療費および医

療介護費の増加抑制額が大きく,特に医療介護費

では年齢調整,年齢+基準医療介護費調整のいず

れにおいても12,000円/昂程度増加額が抑制 され

る傾向が示された (p< 0.1日義 53.多変量調整

では統計学的な傾向差も失われてはいるが10,000

円/月を越える増加額抑制が推定された.初期医

療介護費のrF卜央値 (5,805円/月)で分けた分析で

は,初期医療介護費の高低によって結果に大きな

差は認めなかった.

考 察

今回の分析により,津南町で実施してきた水中

運動教室は統計学的には有意ではなかったが75

歳以上の医療介護費の抑制に寄与した可能性が示
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泰4 水中運動による医療費介護増加抑制額推定値 (円/月)

増加抑制額 ( 95%信頼区間 ) P 増加抑制額 ( 95%信頼区間 )
年齢調整

全期間平均

H13年度

H14年度

ト‖5年度

H16年度

2067 ( -2628-

461 ( -3393-

3138 ( -3082-

3067 ( -4899-

2083 ( -7273-

年齢+基準医療介護費調整

全期間平均
H13年度
H14年度
H5年度
H16年度

多変量調整

全期間平均
H13年度
H14年度
H15年度
H16年度
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された,医療費より医療介護費の増加抑制額が太 受講開始3年後の平成 16年度まで受講を続けて

きく,水中運動 と補助的な地上運動で構成 された おり,今回の分析結果には継続受講効果を含んで

水中運動教室は介護予防や,要介護者の機能低下 いる.

防止に寄与 した可能性がある.受講者の約半数が 運動によって,生活習慣病の リスクが低 くなる
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ことは,多くの研究で明らかになっている銅 )

また,身体機能の低下によって医療費が高くなる

ことや 2°),ウオ-キングや中程度から激 しい運

動が医療費の抑制に効果があったとの報告もあ

る棚12㌔ 水中運動は浮力があるため池 上運動よ

をつ膝 ･腰への負荷が少なく,水の抵抗力を利用し

て上下肢の筋力や心 肺 機 能に負荷をかけた トレ-

こングが可能である 15).これらの利点から温水

プ-ルが広く設置されるようになり,自治体等で

の取り組みも広がっている.

木申運動は血I膏)血満総コし7,テープ-JLfLt-l1..H'IL溝

LDLブレステロ-ル値の低 目二有効であり8)21),

これらそのものに対する医療費や,これらが危険

因子となる循環器疾患の予防を適して医療費の増

加抑制に寄tj･する可能性がある.また,膝痛 ･腰

痛の悪化防止 ･改善8)21)22),体力低下の防止や転

倒 予防等 18)によって整形外科的疾病に対する医

療費抑制にも効果が期待できる.循環器疾患や整

形外科的疾患,高齢者の体力低下は介護の 享ミ牽原

図であり5),水中運動は介護利鞘 こも効果が期待

される.さらには要介護者の体力低 ド防j上は介護

費用増加の抑制にも寄与する可能性がある.

-方,津南町で行われた水中運動教室には医療

費や介護費を上げるリスクもある.教室の目的の

一つに豪雪地における冬期間の運動不足対策があ

ったため,教室実施期間には厳冬期を含んでいる.

教室の送迎にバスを用いたが,屋外でバスを侍っ

ため寒冷にさらされることが体調悪化の原図にな

りうる.送迎持ち合わせ場所までの徒歩移動やバ

スの乗り降り等では凍結した路面での転倒 ,骨折

リスクがある.水中運動には温泉プールを用いた

が,温泉が滑りやすい泉質のためプールサイドで

の転倒 リスクがある.プ-ルは温水ではあるが,

身体が濡れることで冷えを訴える受講者もいる.

このような点が平成 16年度までの継続受講率が

半数程度にとどまった理由にもつながっている可

能性がある.実際,平成 13- 16年度の教室経験

者で平成 17年度には受講しなかった住民へのア

ンケ- ト調査では,調査に協力が得られた166人

のうち41人が教室に関連した体調悪化を受講中

呈上理由にあげている (津南町資料).また,教室で

は毎r軸ぬ庄測定と体調確認を保健師が実施してお

り,これをきっかけとして判明した高血圧等への

治療が始まった可能性もある.このような医療費

増加庄力は初めて水*運動を行った場合に高いと

考えられ,水中運動を開始 した平成 13年度の医

療 費 増 加 抑 制 額 が 特 に 小 さく多愛書違調整ではマイ

ナ ス に な っ た 理 由 の -----̂つかもしれない.

今 軌 水 中 運 動 教等の受講効果が74歳以下で

は 認 め ら れ な か った.水中運動教室受講以外の運

動状況に つ い て調査していなかったため確認はで

きないが,比 較的体力がある74歳以下の高齢者

では既に何らかの運動をしていたため水中運動教

室には参加しなかった者が対照群に含まれている

可能性があり,水中運動教室受講の効栄が対照群

での自発的な運動の効果を凌駕できなかったのか

もしれない, .方,医療費や医療介護費の増加抑

制額が75歳以 ヒの後期高齢者で大きかった.表3

によれば受講群の平成 13年度の医療介護費増加

額が医療費増加額より小さく,要介護者への介護

費給付額が水中運動を開始した後に減少したこと

を示している,これらの結果は水中運動教室が後

期高齢者や要介護者において介護予防や身体機能

の改善に効果があった可能性を示唆しており,水

中運動は体力が低 卜している高齢者に適した運動

であることを支持する結果であった.

今回統計学的には有意ではなかったが,多変凝

調整によって水中運動受講者では受講開始後4年

の間に--一入平均 3,523円/月和束療介護費が抑制

されたことが示された.今回は基本健康診査受診

者のみでの分析でありたが,板にこの結果を平成

13年度の水中運動教室の緋 歳以 五二女性全受講者

230人に当てはめ,全員が4.0年間死亡せずに医

療介護費が抑制 されたと仮定すると総額で約

3,890万円の医療介護費増加が抑制可能と推定さ

れる.今後,教室開催に要する費用を算出して費

用対効果の検討を行う必要がある.

本研究は既存の行政デ-夕を用いたコホー ト研

究のため,いくつかの限界がある.

第----には,水中運動受講群と非受講群の健康状

態や健凍増進への関心にもともと差があった可能

性がある.このような差を極力排除するため対象
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者を基本健康診査受診者 に限定 し,受講群 と対照

群 と瑚 間で疾病の既 往歴,基準期間の医療介護費

平均値等 に大 きな差 がない ことを確認 した.しか

し多変凝調整 によって医療 介護費増加抑制額の推

定値 が小 さくな った ことは,やは り2群間に医療

介護費増加に影響す る健康状態の差があった可能

性 を示唆 している.また健康増進への関心につい

ては把握 していないため調整はできなかった.こ

の ような欠点 を解決するためにはランダム化比較

試験 を行 う必要があり,行政事業の事後評価では

困難である.

第二には,医療費や医療介護費の内訳について

は確認が不可能であったことである.疾病別医療

費などが把握できれば水中運動教室の効果がより

明確になった可能性がある.

第三には,水中運動教書には補助的に地上運動

が取り入れられていたため,今回の分析結果が水

中運動によるものか地上運動の効果が大きかった

のか区別ができないことである.よって今回の分

析結果は,水中運動に補助的な地上運動を組み合

わせた水中運動教室全体の効果となる.また教室

の効果が普遍的なものか否かについては,同様な

教室を実施している他市町村での再現性について

検討する必要がある.

このような限界はあるが,津南町で行ってきた

水中運動教室が75歳以上の女性受講者の医療介

護費を抑制しうる可能性が示唆された.高齢者に

適した水中運動を取り入れた健康づくり教室は超

高齢社会におけるわが圏での医療介護費増加抑制

に寄与する可能性があり,結果の普遍性や身体機

能の低下を予防する効果的な運動の量,強度等に

ついてさらに研究を進める必要がある.
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